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⑤その他の手当（平成２８年４月１日現在）
職員１人当た
り平均支給年
額（平成２７年
度決算）

支給実績
（平成２７年
度決算）

国の制度と
異なる内容

国の
制度と
の異同

内容および
支給単価手当名

１７８,１４６円４３,８２４千円

支給対象者、支給単
価
【国】
（１）配偶者１３,０００円
（欠配一子１１,０００円）
（２）配偶者以外の扶
養親族６,５００円
※　満１６歳年度初め
から満２２歳年度末
までの子がいる場
合の加算５,０００円

異なる

配偶者月額１３,５００
円
その他の扶養親族
１人につき月額
６,０００円
※　満１６歳年度初
めから満２２歳年
度末までの子が
いる場合の加算
４,０００円

扶養
手当

８２２,０７５円５５,０７９千円
支給制度、対象者、
支給割合
【国】
４６,３００～１４６,４００円

異なる
管理または監督の
地位にある一定範
囲の職員に対して
７２,８００～８５,１００円

管理職
手当

１５１,２２４円１６,１８１千円

支給対象者、支給対
象区分、支給単価
【国】
借家・借間
支給限度額２７,０００円

異なる
管理職者を除く
３５歳未満賃貸世帯
主等１５,０００円

住居
手当

９５,２５５円４９,３４２千円
交通用具使用者の支
給額
【国】
２,０００～３１,６００円

異なる

交通機関利用者運
賃相当額
交通用具使用者
通勤距離に応じて
支給

通勤
手当

⑶職員の手当の状況
①期末手当・勤勉手当（平成２７年度）

東京都小金井市
１,７７６千円１,５００千円１人当たり平均支給額

２.６０月分（１.４５月分）２.７５月分（１.４５月分）期末手当支給割合 １.７０月分（０.８０月分）１.５５月分（０.８０月分）勤勉手当
職制上の段階、職務の級等による加算措置あり

加算措置の状況 渇職務段階別加算３～２０％
渇管理職加算１５～２５％　　職務段階別加算３～２０％

※　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。
※　管理職に対しては、勤務成績の評定の結果を勤勉手当に反映させています。

②退職手当（平成２８年４月１日現在）
東京都小金井市区　分 勧奨・定年自己都合勧奨・定年自己都合

２３.５０月分２３.５０月分２３.５０月分２３.５０月分勤続２０年
３１.５０月分３１.５０月分３１.５０月分３１.５０月分勤続２５年
４５.００月分４５.００月分４５.００月分４５.００月分勤続３５年
４５.００月分４５.００月分４５.００月分４５.００月分最高限度額

定年前早期退職特例措置
（２～２０％加算）

定年前早期退職特例措置
（２～２０％加算）その他の加算措置

２２,７７１千円２,１０１千円２１,９７２千円４,７７９千円１人当たり平均支給額
※　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２７年度に退職した職員に支給された平均額
です。

③地域手当（平成２８年４月１日現在）
国の制度
（支給率）

支給対象
職員数支給率支給

対象地域
１人当たり平均支給年額
（平成２７年度決算）

支給実績
（平成２７年度決算）

１５％６５４人１４％小金井市４２３,５９５円２７７,０３１千円

④時間外勤務手当
１人当たり平均支給年額支給実績

４２１千円２３３,８０１千円平成２６年度決算
４６９千円２６１,８５９千円平成２７年度決算

①給料・報酬
給料月額等区　分
８６８,５００円
（９６５,０００円）市　長

給　料 ８２５,０００円副市長
７６５,０００円教育長
５７５,０００円議　長

報　酬 ５２０,０００円副議長
４９０,０００円議　員

③退職手当
支給
時期１期の手当額算定方式区　分

任期
ごと

１３,５１０,０００円給料月額×
（在職年数×３.５）市　長

 ９,９００,０００円給料月額×
（在職年数×３.０）副市長

 ５,７３７,５００円給料月額×
（在職年数×２.５）教育長

※　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現
在の減額前の給料月額および支給率に基づき、
１期勤めた場合における退職手当の見込額で
す。

※　市長については、給料の減額を実施してお
り、（　）内は減額前の支給月額です。

※　平成２７年１０月１日より、教育長は一般職から
特別職に位置付けられています。

②期末手当
議長、副議長、
議員

市長、副市長、
教育長

３.９５月分
（平成２７年度
支給割合）

３.９５月分
（平成２７年度
支給割合）

⑷特別職の報酬等の状況（平成２８年４月１日現在）

③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２８年４月１日現在） （円）
経験年数３０年経験年数２５年経験年数２０年経験年数１０年区　分
４０６,８８８４１６,２６３３４１,５４３２５７,２３３大学卒一般行政職
害３７０,５００害害高校卒

３５２,２００３２５,５００害２４０,０３３高校卒技能労務職

４職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

８：３０ 休憩時間 １７：１５

１２：００ １３：００

⑴職員の勤務時間、休憩時間の概要
　（本庁舎、第二庁舎勤務職員の一般的な例）

⑶主な休暇の取得状況
年次有給休暇
取得率

年次有給休暇
平均取得日数

３３.７％１２.３日
※　平成２７年１月～１２月の期間を対象としています。

⑵休暇制度の概要
　休暇制度の種類は、年次有給休暇、公民権の行使、育児時間、出産支援休暇、育児参加
休暇、子どもの看護休暇、生理休暇、産前および産後の休養、病気休暇、夏季休暇、ボラン
ティア休暇、骨髄液提供等休暇、結婚休暇、忌引、介護休暇、短期の介護休暇があります。

部分休業取得者数育児休業取得者数
１１人２４人

※　平成２７年度に新たに取得した職員数です。

５職員の休業の状況

⑵懲戒処分の状況（平成２７年度）
　懲戒処分とは、地方公務員法第２９条の規定により、公務における規律と秩序を維持する
ことを目的として、職員に法令等の違反、職務上の義務の違反、全体の奉仕者たるにふさ
わしくない非行のあった場合などに行う処分です。

処分者数
合　計免　職停　職減　給戒　告
０人０人０人０人０人

⑴分限処分の状況（平成２７年度）
　分限処分とは、地方公務員法第２８条の規定により、公務能率を維持することを目的とし
て、職員がその職責を十分に果たすことができない一定の事由のある場合に、職員の意に
反して行う処分です。

処分者数（延べ人数）
合　計休　職免　職降　任
３９人３９人０人０人

※　同一職員の再処分の場合も含みます。

６職員の分限処分および懲戒処分の状況

　地方公務員法第３０条では、服務の根本基準として、「全て職員は、全体の奉仕者として
公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念し
なければならない。」と規定しています。職員が守るべき義務は、次のとおりです。 （人）

営利企業
等の従事
制限

争議行為
等の禁止

政治的行
為の制限

職務に専
念する義
務

秘密を守
る義務

信用失墜
行為の禁
止

法令等お
よび上司
の職務上
の命令に
従う義務

区　分

０００００３０違反者数
（平成２７年度）

７職員の服務の状況

９職員の福祉および利益保護の状況
⑴福利厚生事業について
①福利厚生事業の概要

主な事業内容区　　　分
保健給付、年金、福祉事業等東京都市町村職員共済組合共済制度
公務災害、通勤災害等地方公務員災害補償基金公務災害補償制度
定期健康診断、産業医による健康相
談等職員健康診断、職員健康相談安全衛生管理
職場巡視等安全管理、職場衛生
カフェテリアプラン事業、各種福利
厚生サービスの割引提供（外部委
託）、慶弔金の給付等

小金井市職員互助会互助制度

⑵利益の保護の状況
①勤務条件に関する措置の要求の状況
　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、適当な措置が
取られるべきことを要求をすることができます。平成２７年度の継続件数、措置要求件数、
完結件数、繰越件数はいずれも０件でした。
②不利益処分に関する不服申し立ての状況
　職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた場合、公平委員会に対して不
服申し立てをすることができます。平成２７年度の継続件数、申し立て件数、完結件数、繰
越件数はいずれも０件でした。

②公務災害等の発生状況（平成２７年度）
発生件数区　分
４件公務災害
１件通勤災害

③職員互助会の状況（平成２７年度）
公費負担率市交付金額会費収入額
１：０.９８,５１７,６００円９,４６４,０００円

※　金額は、交付決定時点のものです。

８職員の研修および勤務成績の評定の状況
⑴職員研修の実施状況（平成２７年度）

受講者数
（延べ人数）研修内容等区　分

２２６新任職員研修、現任研修、主任職研修等職層別研修

独自研修 １００文書実務研修、経理実務研修実務研修

５５１上級救命講習、メンタルヘルス研修、人権研修
等その他

３１７職層別研修、法務研修、情報処理研修、実務研
修等

東京都市町村
職員研修所派遣研修

 １１自治大学校、第３ブロック合同研修その他

⑵職員の勤務成績の評定（人事評価）
　「職員の能力開発、人材育成」、「客観的かつ公平で信頼性の高い人事管理の実施」、
「組織力の向上」を目的とし、職員の人事評価を行っています。

内　容区　分
毎年４月１日から翌年３月３１日まで評価期間
毎年１月１日評価基準日
第１次評価、第２次評価、第３次評価（部長職者は第２次評価まで。）評価の構成
実績（目標管理）および能力について、５段階による絶対評価を行う。評価の方法


